（様式２）

返礼品提案に当たっての誓約書兼同意書
令和　　年　　月　　日
（宛先）旭川市長
住所又は所在地
法人又は団体名
代　表　者　名　　　　　　　　　　　　　　印
１　誓約事項
私は，あさひかわ応援寄附金（ふるさと納税）の選定に係る公募への応募に当たり，次の事項について誓約します。なお，この誓約が虚偽であり，又はこの誓約に反したことにより，私が不利益を被ることとなった場合にあっても，一切異議を申し立てません。
⑴　提出書類及び資料に記載している内容は，全て事実と相違ないこと
⑵　平成２６年３月３１日付けで旭川市，旭川方面旭川中央警察署及び旭川方面旭川東警察署との間で交わした暴力団等の排除に関する協定書第２条第４号の暴力団関係事業者に該当していないこと
⑶　小規模事業者であること（容器包装に入れられた加工食品を提案する場合で，栄養成分表示の提出を省略する場合のみ）

　　消費税法（昭和63年法律第108号）第９条第１項において消費税を納める義務が免除される事業者又は中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第５項に規定する小規模企業者（おおむね常時雇用する従業員の数が20人（商業又はサービス業に属する事業を主たる事業として営む者については５人）以下の事業者をいう。）に
· 該当します。
· 該当しません。
２　同意事項

１の誓約事項の真偽を確認するため，旭川市が各関係機関への必要な調査，照会等をすることについて同意します。
　　
暴力団等の排除に関する協定書（抄）


（用語の定義） 


第２条 この協定書において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 


⑴　暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。 


⑵　暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 


⑶　役員等 法人にあっては役員並びに支配人及び支店又は営業所を代表する者，法人以外の団体にあっては法人の役員等と同視できる者，個人にあってはその者並びに支配人及び営業所を代表する者をいう。 


⑷　暴力団関係事業者 次のアからオまでのいずれかに該当する者をいう。 


ア　役員等が暴力団員である事業者又は暴力団員がその経営に実質的に関与している事業者 


イ　役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって，暴力団員を利用する等している事業者 


ウ　役員等が，暴力団員に対して資金等を供給し，又は便宜を供与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与している事業者 


エ　役員等が，暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している事業者 


オ　役員等が，暴力団員であることを知りながら，これを不当に利用する等している事業者








